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0 李 瑛 ，渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

1. 庁 2.l  TFP 成長車の計 河 

現在、 BRICs の経済の発展は 目覚しく、 世界の注 情報化社会において、 BRICs の発展軌道は 、 

目を浴びている。 BRICs とはブラジル (Braz ①、 IC Ⅲ情報通信技術 ) の開発・利用に 依存すると考え 

ロシア (Russia) 、 インド (India) 、 中国 (China)  られるので、 それを核とする 次のような生産関数 

0 匹 力 国の頭文字をつ ほ げた造語であ り、 2003 年 ( 別添 表 1) を考える。 

10 月Ⅰ日に米国の 証券会社ゴールドマン・サック 

ス 社が始めて使い、 その後のⅠ年半の 間に広く普及 ド ア F( Ⅹ， T) 

するようになった [3] 。 r-y だ T AT  コ Ⅰ Cr 

な人口規模のため 労働力が大きく、 原油や鉄鉱石な 
BRICs を構成する各国は 、 広い国土を持ち、 大き 音 ¥V-2 ， 。 芽 ・ チ ， 苧 ・。 芽 ・ ;,. 苧 

  どの天然資源に 恵まれている。 最近では、 4 カ国の Ⅰ "-" A エア F @P ア 9 <)T  ド Ⅰ CT V 

    
イツ、 イタリア、 カナダ ) を超える巨大な 経済圏を ア ミ 町 Ⅹ， 2lCCT) 

形成することになると 思われる。 しかし、 BRICs ATFP 9V    Ⅰ CT 

がこのまま好調に 持続的軌道に 乗れるか否かは、 ひ 
TFP@ 9@5;@ ICT@ V 

とえにその学習能力に 依存する。 学習能力は教育 レ -  a ド ( Ⅰ 一 CT Z 1 一ド Ⅰ Ⅰ 一 " (1) 

ベル、 好奇心、 キャッチアップ 意欲、 改善能力等の V: GDPpe,Capita(US$ 、 t1995PPP,); 

インスティテューションに 支配される。 従って 、 イ X: bborandcapital; 

ンスティテューションのストラクチャーが 鍵であ T:  I ㎝ st0ck( ゼ 1 ㎝ ); 

ると考えられる。 そのためには、 技術開発を促す イ 1 ㎝ : ICT  ㎝ p 。 "dit", 。 p 。 r 。 ， pita(US$ 、 t1995 欣 。 d  p 血 。 s); 

ンスティテューショナル・ストラクチャーが 重要と TFP                                                                     

a: V‘locity｛t？JT‥issemination; 

なる。 
腕 V     Carrying…apacity｛f…umulative；DP; 

そこで、 世界 28 ケ 国を対象に TFP 成長率とイン 

スティテューショナル・ストラクチャ 一の関係を分 (1) 式にもとづき ICT による技術進歩率を 計測す 

析し 、 「合成学習能力指標」計測して、 「学習能力」 るために、 一人当たりの GDP と ICT の投資額を ロ 

の 総合得点とそれを 支配するインスティテューシ ジスティックモデルで 分析行った。 28 ケ 国の ICT 

ョナ ル な要因を比較検討し、 それをもとに BRICs  による一人当たり GDP 成長軌道は式 (2) のように 表 

の 持続的発展軌道を 検討した。 される。 

2. 分 析 
一 ド 

Ⅰ え 。 。 p= Ⅰ 十 e"m 。 " 。 。 (2) 
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表 3 に 2 つの主成分の 重み係数を示す。 表 3 から 

第一主成分の 主要要素は一人当たりの GDP 、 イン 

ターネットのユーザ 一の数であ る。 第二成分の主要 

要素は柔軟性、 開放性であ ることが分かる。 

技 a  生成分 の Ⅰ み捺接 

PC1 PC2 

GDP｝er…apita・ 0.496   0.302 

Educatlonlndex(EDC) 0.399   0.366 

Numberof 伍捷 m 巨 u ㏄ rs(INF) 0.532   0.168   0.470 0L301 

F ね ilb 山け andadap 亜 lb 山 lty(PLA) 0.227 0.S6S 

技 ]  れケ Ⅰの 匝 Ⅰ 臣巨 (2002 年 ) 

Ⅱ 一       Ⅰの・ R2 

0I@cnn ㏄ S0fCu Ⅱ urct0 ぬ ㎡ 細 @deas(oPN@  0 ・ 199  0 ・ 577 

PC1:・conomic‖nd（nformatizaton〕evel 

PC2:@Institulonal@elaslciy@(openness,@@exibiiy@and@adaptab@ity) 

2.96X104 (23.66)                       0.003 (6.50) -2.740 (-4.29) 0.915 

D: ダミ 一変数 ( メキシコ 二 1, その他 二 0)   

図 1  より、 BRICs  の ICT  普及 度 はまだ 底 水準だ 

が 、 これより成長速度は 激しいと思われ、 NTEs は 

BRTCs より上位だが、 成長速度は鈍くなり、 日米欧 

は更に上位で、 発展速度は頭打ちになっていること 

がうかがわれる。 

2.2  TFP 成長車立 田 要因 

(1) 主成分分析 

次に、 TFP 成長率支配要因について 6 つの要因 ( 表 

3) を抽出して、 主成分分析を 行った。 

  

表 2 に 6 つの変数の主成分分析の 結果を示す。 

荻 2 主成分分析の 拮Ⅰ 

  

PC 1 "2.95 49.15 49.15 

PC@2   36.24 85.39 

PCS 0 ・ 4"2   9"2.45 

PC@4 0.22.a 3.78 96.24 

  0.lS "2.21 9 Ⅰ・ 45 

PC・ 0 ・ 09 1.55   

図 2 に 、 2 つの主成分による 28 カ国の分布を 示 

した。 大きく分けて、 2 つのグループに 分かれた。 1 

つは BRICs を含む 12 ケ 国で構成する LDC グルー 

プ 、 もう一つは NIEs を含む 1 6 ケ 国の先進国バル 

ープであ る。 

  

      
  

    
  

          
憶 "                 れ l Ⅰ l ブ 

    
    

Ⅰ 2.  2 つの主成分によるれ 力Ⅰの分布   

(2) TFP 成長へのインスティテューショナル 杖 

道の 形 Ⅰ 

以上の分析に 基づき、 28 ケ 国の主成分 1,2 の得点、 

を 求め ( 別添 表 2) 、 LDC ( 発展途上国 ) 及び工業国 

の 雨 グループを係数 ダミ 一で峻別して、 TFP 成長率 
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へ のそれぞれのインスティテューション 構造の影 

響を分析した。 

結果は次に示す 通りであ る。 

                =1.29 (7.21)・ 一 0.55PC,+                               ( a.822) 。             (.3.3 (.3.34)           (.3.17)     
Ⅰ 佐 ・ R2 0 ・ 打了 

where PCi:：irst｝rincipal…omponent     

PC2:@Second@principal@component;     

D@     Coefficient@dummy@variable@(LDC@=@1 ， Other@countries@=@0) ， 

Do ・・ Dummy@variable@(USA@and@Norway@=@1 ， Other@countries@=@0)   

以上より、 LDC 及び先進国のインスティテュー 

ショナル構造の 影響要因は、 表 4 のように示される。 

技 4 % % 二 上Ⅰと元江Ⅰでの 2 つの主成分の 甘Ⅱ 宙 

LDC(12)                                             
l Ⅱ 6l@ Ⅰ io ヰ alC Ⅰ 3t に Ⅱ y(PC ユ l     

ⅠⅠ ユ C:Braz Ⅰ． Ch 而 a,Grc ⅠⅠⅠ． l ㎡ ト ． l ㎡ 0 Ⅱ 億 3%,MalayS Ⅱ． M ⅠⅩ i の． Ph Ⅰ ippin Ⅰ s.s.Po ⅠⅡ． T №№ nd.Turk Ⅰ y, RuS ⅠⅠ   

I 」 DC の情報通信技術進歩率は 、 

①専ら経済及びインターネット 利用度に依存する。 

②開放性、 柔軟性等はわずかではあ るが、 逆に ICT 

( 情報通信技術 ) の進展を阻害する。 

先進国の情報通信技術進歩率は 、 

①社会文化の 開放性、 柔軟性に依存する。 

②経済水準及びインタ ホ、 ット 利用度は逆に ICT の 

進展を障害する。 

3. 考 接 

これらの分析の 結果、 BRICs の国々は柔軟性と 開 

放 性の面で、 先進国に劣っている。 インターネット 

利用度は BRICs などの発展途上国にとっては 重要 

な指標で、 TFP 成長率には重要な 役割をしている。 

一方、 先進国では柔軟性と 開放性が重要で、 TFP 成 

長 率にプラスに 働いている。 図 2 より、 先進国バル 

ープには 2 タイプあ ることがわかる。 日本、 ドイツ、 

フランスなどのインターネットの 利用度があ まり 

高くなく、 柔軟性や開放性のあ まりない国々、 アメ 

リカなどのインターネ、 ット の利用度が高く、 柔軟性 

や 開放性のあ る国々に分かれる。 BRICs の国々には 

それぞれ個性があ り、 今後も安定的に 発展するため 

には経済成長、 インタ ホ、 ット 利用を促進しつつも、 

柔軟性や開放性をどのように 酒 養していくかが、 戦 

略 となると思われる。 それを補うためにはインステ 

ィテューションが 重要な鍵であ ると考えられる。 

4. 拮 拾 

(1) 新たな知見 

28 ケ 田のデータを 使って、 主成分相関分析を 行っ 

て「合成学習能力指標」を 計測し、 ICT の普及黍道 

を 検証した。 2 つの主成分が TFP 成長率にどのよ 

うに寄与しているか 2 つのグループで 調べてみると、 

第一主成分は 先進国のバループではマイナスに 寄 

与し、 BRICs を含むグループではプラスに 寄与して 

いる。 他方、 第二主成分は 先進国バループではプラ 

スに寄与し、 先進国でないバループではマイナスに 

寄与する。 このことは IT 関係の指標は 先進国でな 

い国々にとって 重要で、 柔軟性、 開放性などの 指標 

は 先進国ではより 重要であ ることを示している。 

BRICs の国々は人口が 多く、 国土の面積が 広く 、 

他の発展途上国を 主導すると思われる。 一方、 新興 

勢力であ る NIEs の韓国やシンガポール ( 台湾は デ 

一タが 不足であ るため 28 ケ 国に含まれていない ) 

では、 従来の先進国とは 違った勢いを 持っており   

先進国バループ 内での競争も 織 烈 だと思われる。 

(2) 今後の発展課題 

まずは、 RRICs の継続的な発展には、 学習能力が 

重要であ ると考えられる。 インターネット、 柔軟性、 

開放性には学習能力と 関係があ ると思われる。 

BRICs にとって、 累積的学習により、 先進国からの 

スピルオーバー 技術の効果的活用が 果られ、 これか 

ら諸国との相互依存関係も 構築される。 BRICs は学 

習能力を向上させて、 これらの技術を 獲得していか 

なければならない。 情報や社会文化の 交流も重要で 

あ り、 柔軟性や開放性が 進展していくだろう。 
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BRICs の今後の発展は、 技術開発を促すインスティ 

テューショナル・ストラクチャーが 重要となると 思 

われる。 

今後はスピルオーバ 一の比較というようなミク 

ロの次元に立ち 入った方向に 進む予定であ る。 
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Ⅰ /@'@aTcr V  み . CT Ⅰ I  a げ / Ⅰ 一 CT ド 1 Ⅰ ド 一 Ⅰ 一 
V:@ GDP@per@capita@ (US$@at@1995@PPPs); 

X:@ Labor@and@capital; 

T:@ ICT@stock@(@?I@ICT@) 

ICT:@ICT@expenditure@per@capita@(@US$@at@1995@fixed@prices); 

TFP:@ Total@Factor@Productivity@of@ICT; 

      Velocity｛f！CT‥issemination; 

y/@ :@ Carrying@capacity@of@cumulative@GDP; 

      ;．epretiation〉at0     

g:@Growth@rate@of@GDP@at@initial@period; 

        Rate｛f｛bsolescence｛f！CT; 

        Growth〉ate｛f！CT‖t（nitial｝eriod   

別添 表 2  28 ケ 田の ICT による TFP 成長率支配イン 

スティテューショナル 要因 ( 主成分分析 ) 

主成分得点 主成分 N0l 主成分 NQ2 
Australia AU 2.69 1.48 
Canada CA 2.58 1.12 
France FR 一 0 ． 3 一 2.61 

G@ermany DE 0.36 一 1.96 

Greece GR 一 0 ． 54  一 0 ． 13 

Italy   一 0.075 一 1.1 

Japan JP 0 ． 2S 一 2 

Netherlands@ NL 2.o9 0.23 
New@Zealand@ NZ 1.65 0 ． 6S 

Norway NO 1.39 一 Ⅰ． 95 

Spain ES 一 0 ． 24  一 05  8 

SWnen SE 2.o2 一 o.01 

Switzerland@ CH 0 ． 46 一 Ⅰ． 74 

UK UK 1.27 一 0 ． 48 

USA us 2.93 0.23 
Korea KR 0.78 一 o.45 

Singapore@ SG Ⅰ・ 73 1.31 
Brazil BR 一 0 ． g@  2.13 

China CN 一 2.19 0 ． 2 Ⅰ 

India IN 一 2.4@  2.81 

Indonesia     一 3.1 一 0 ． 2@ 

M@8aySa MY 一 0 ． o2  Ⅰ． @7 

Me ぬ CO MX 一 2.SR 一 1.02 

Ph 田 pPines PH 一 1.44  1.36 

Poland PL 一 1.8@  一 2.o9 

Russia RU 一 2.03  一 0 ． 9 

Thailand@ TH 一 0 ． g@  2.04 

Turkey TR 一 1.6 1,84 
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